



　1901 年 5 月、前年南京に設立された南京同文書院を直接の母体として上海に発足した東
亜同文書院（以下「書院」）は、貿易実務者養成を第一の目的とした専門教育機関として





























　　　　　　　　　　　　　　　   東亜同文書院大学記念センター長
































































































































































高商の大学昇格後は東京商大教授となり、1935 年に退官。商大在職中の 1932 年にに『支
那ギルドの研究』（斯文書院）を出版、退官後は 1942 年に『華僑襍記』（朝日新聞社）、戦































































































































































































































































(2) 同前書、88 ～ 89 頁。
(3)1899 年 10 月、南京同文書院設立に際して、近衛篤麿は両江総督劉坤一と会談し、劉よ
り協力の言質を得ている。また、明治日本の教育行政を担い、当時貴族院議員であった伊




















(7) 夏目漱石は辛亥革命直前の 1911 年 8 月、和歌山での講演「現代日本の開化」（『漱石全












へ』（柏書房、1998 年 4 月）第一章第二節「近代日本における中国専制国家論の形成」、第

























(16) 鈴木董『オスマン帝国―イスラム世界の「柔かい専制」』（講談社現代新書、1992 年 4 月）。
(17)「中國を識るの途」（『月刊支那研究』第 1巻第 1号、大正 13 年 12 月）（『橘樸著作集　Ⅰ』
勁草書房、1966.1、8 ～ 11 頁）。
(18)「中國社會の經濟發達段階」（『滿鐵支那月誌』昭和 5年 2月）（前掲『橘樸著作集　Ⅰ』、
216 ～ 219 頁 )。








1937 年 7 月）に拠った。同書は「青年自學叢書」の一巻として刊行されており、中国共産
党の周りに集まろうとする青年知識分子教育の目的も又担っていた。
(22)『「中国統一化」論争の研究』（アジア経済研究所所内資料、昭和 46 年 9 月）、および『「中
国統一化」論争資料集』（アジア経済研究所所内資料、昭和 46 年 3 月。これらは、野澤豊
を主査とする「日本近代化とアジア主義」研究会（昭和 45 ～ 46 年度）の研究成果である。
当時の呼称は「支那統一化論争」であった。なお、福本勝清「日中資本主義論争史管見」（『明











(23) 矢内原忠雄「支那問題の所在」（『中央公論』第 52 巻第 2号、1937 年 2 月）。
(24) 野澤豊「「中国統一化」論争について」（前掲『「中国統一」論争の研究』、3 頁）。野澤
の論攷は、「支那統一化論争」全体を俯瞰し、整理するものである。
(25) 大上末広「支那資本主義と南京政府の統一政策」（『満洲評論』第 12 巻第 12 ～ 15､17 号、
1937 年 3 ～ 5 月）。
(26) 中西功「支那社会の基礎的範疇と『統一』との交渉」（『満鉄調査月報』第 17 巻第 8号、
1937 年 8 月）。
32
(27) 根岸佶の生涯については、内田直作「根岸佶先生年譜」（『一橋論叢』第 32 巻第 4 号、
1954 年 10 月）による。
(28) 書院設立当初の敎授は根岸の外に、木造高俊（制度・律令）・森茂（漢文・地歴）、教
職員総計 14 人であった（前掲『東亜同文書院大學史』91 ～ 91 頁）。
(29) 増淵龍夫「老いを知らぬ研究熱　斯界の指標『中國のギルド』」　『一橋新聞』1953 年。
(30)『山洲根津先生伝』（東亞同文書院滬友同窓會編、1930 年）（前掲『東亜同文書院大學史』
187 ～ 188 頁）。
(31) 根岸佶『買弁制度の研究』日本圖書株式會社、1948 年 11 月、1頁。
(32) 川村宗嗣編『中華民國民・商法 : 日本民・商法令對照』東亞同文會調査編纂部、
1930 年 12 月。
(33)『中華民國商・民法』からの引用は、江頭数馬「昭和期の東亜同文会の活動」（『東亜
同文会史論考』霞山会、1998 年 6 月、p.63）
(34) 前掲増淵龍夫「老いを知らぬ研究熱　斯界の指標『中國のギルド』」（『一橋新聞』1953 年）
(35) 前掲『買辦制度の硏究』4～ 6頁。
(36) 前掲『買辦制度の硏究』、7～ 14 頁。
(37) 根岸佶『中國のギルド』日本評論社、1948 年 4 月。
(38) 前掲『中國のギルド』1～ 4頁。
(39) 筆者は、2007 年 7 月、中国青海省西寧市に於て、「山陝会館」改築の現場を見た（写
真参照）。
                                   2007 年 7 月 21 日、筆者撮影。
(40) 村松祐次『中国経済の社会態勢』東洋経済新報社、昭和 24 年 5 月。筆者が所持して
いるのは 1975 年 4 月の復刊である。なお、「態制」とは余り用いられることのないよう語
であり、村松の説明に拠れば「制度的聯関」を意味する。
(41) 前掲『中国経済の社会態制』ⅲ～ⅳ頁。
(42) 前掲『中国経済の社会態制』5～ 7頁。
